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2017 年 3 月 8 日(水) 

 

宮城県広域防災拠点整備事業に対する私たちの見解と提言 

 

東日本大震災復旧・復興支援みやぎ県民センター 

 代表世話人 綱島 不二雄 

同  「広域防災拠点整備問題検討委員会」 

委員長 村口 至 

 

 宮城県がすすめる「広域防災拠点整備事業」は、２０１２年９月から検討が始まり、１

６年県議会９月定例会において「宮城県広域防災拠点整備事業用地」の土地取得議案が可

決されたことを受けて、具体化が進められています。 

 私たち東日本大震災復旧・復興支援みやぎ県民センターは、この事業について①１５年

８月３０日付のパブリックコメント ②１６年６月２日付の「県知事あて公開質問状」 ③

１６年６月、９月の県議会各会派説明会を通じて、同事業は国（内閣府・消防庁）が検討・

提案している「広域防災拠点の機能」を満たさず災害が発生した場合、機能不全に陥る可

能性が高く、整備計画は白紙撤回すべきであることを主張してきました。また、計画地の

立地選定にあたり候補地評価を宮城野原地区が高評価となるように恣意的に行われたこと、

「長町―利府線断層帯」の危険性についても併せて主張してきました。 

 

 同事業を巡る議論は県議会において、６月・９月定例会で行われました。しかし、６月

定例会では、付託された予算特別委員会において１０年ぶりに「少数意見の留保」が行わ

れ、本会議では「整備地の適正等を県民に十分に説明する」ことを求める附帯意見を付し

て土地取得議案が可決されました。また９月定例会でも「活断層に近く液状化が心配」と

いう意見を踏まえて、再び「整備地の適正等について県民の理解を得るよう説明に努める

こと」とする附帯意見を付して財産取得議案が可決されました。 

こうした一連の経過について、「執行部の説明は丁寧さに欠けた」「釈然としない部分を

残し、決着を急ぐ形となった」（河北新報７月６日付「県議会を振り返って」）との指摘が

あるように、多くの問題点が明らかになったにも関わらず、それらが十分に議論が尽くさ

れないまま結論を急ぎ、事業が進められようとしています。 

 

 私たちはこのような経過を踏まえ、「問題は何も解決されておらず、このまま事業を進め

ることは膨大な税金の無駄使いになる」という強い懸念を抱かざるを得ず、ここに「宮城

県広域防災拠点整備事業に対する私たちの見解」を発表するものです。 
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█ 私たちの見解 

 

 Ａ.整備事業の計画検討の経過と議会議決の履行に大きな問題があった 

 

Ａ-① 宮城県は「3.11」の本格的検証はまったく行ってらず、そうしたなかで防災拠点整

備事業だけを拙速に進めるべきではない 

 

 宮城県は東日本大震災の本格的検証はまったく行っていません。三つの記録誌をすでに

刊行していますが、それらは「発災後１年間」までの「記録とその検証」にとどまってお

り、本格的検証は、「震災から１０年の節目」で行うとされています。いままでの記録誌に

おいては、広域防災拠点整備の必要性を教訓化している記述もありません。 

一方、宮城県は、震災後いちはやく（１１年）４月２８日、国に対して「基幹的広域防

災拠点」の県内整備を要請しました。一方、東北地方整備局は「東北圏広域地方計画」改

定作業のなかで「太平洋側、日本海側の２軸を活かした広域的な連携体制の構築、災害に

強い防災拠点の形成（安全・安心な東北圏を形成する大規模地震災害対策プロジェクト）」

を検討しています。このような国や東北・新潟の各地方との防災計画とのシステム的リン

クを検討することなく、県の広域防災拠点整備計画だけ取り出して議論を進めたことは「部

分最適」を求めたもので、「全体最適」を図ったものではありませんでした。 

 このように本格的検証を踏まえることなく、部分最適を求めた広域防災拠点整備事業は

将来においてシステム的合理性に欠けたものにならざるを得ない面を強くもったものです。 

検討に時間がかかったとしても、宮城県だけではなく、国・隣県とも連携した防災拠点整

備計画を進めるべきでした。宮城県の地勢的位置からすれば、基幹的防災拠点と県広域防

災拠点の一体的整備は十分可能なもので、そのことにより「二重投資」を行わなくてもす

みます。岩手・山形・福島の隣県とも南東北全体を視野にいれた検討が行われるべきでし

た。そうした検討を経ていない同事業は欠陥を内在したものとならざるを得ません。 

 

Ａ-② 「宮城県広域防災拠点整備検討会議（佐藤健委員長）」の場で表明された幾つもの

懸念を無視した県知事の進め方は著しく適切性にかけるものであった 

 

 ５回にわたって開催された「検討会議」（2013 年 6月～11 月）では、出席委員から「何

となく、空き地があるから作りましたという印象で、全体の哲学が感じられない」と指摘

され、「本当に使えるものがつくられるのか」という不安まで表明されています。また同会

議で「他県ではいろいろな要素から必要な場所を選定して、条件を満たす場所を設定して

いるが、今回の場合は宮城野原地区ありきになっており、全体の防災計画の中で宮城野原

地区は何をするのかが見えなくなっている」、「しっかりした青写真を描かないと県民の同

意は得られないのではないか。宮城野原地区に置くことの理由付けがないと難しいのでは
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ないかと思う」とまで指摘されているのです。この意見に対して、県側はまともに回答し

ないまま有識者検討会議は終わっています。 

 こうした意見については、知事は、何の根拠も示さず「私の判断で」ということで、そ

うした意見を無視しました。これではなんのために検討会議をやったのか？ということに

なります。またそうした知事の姿勢は、まさに〝まず宮城野原への整備ありき〟というも

ので、検討会議は「有識者に検討してもらった」というアリバイづくりだったのか、と言

わざるを得ず、著しく適切性に欠けるものです。 

 

Ａ-③ 宮城県として県民への説明は不十分である 

 

 先に述べた、６月定例会での「整備地の適正等を県民に十分に説明する」、９月定例会で

の「整備地の適正等について県民の理解を得るよう説明に努めること」とする附帯意見に

基づき「みやぎ県政だより平成２８年９・１０月号」では広域防災拠点に関して特集され

ました。２回にわたる附帯意見を踏まえれば、県が本来県民に伝えなければなかったこと

は「整備地の適正等」であったはずです。 

「県政だより」ではそれについては断層帯由来の地震に「建物の耐震対策を行う」「地盤

の安全性を確保する」、内水対策として「地盤のかさ上げや排水対策を行う」という説明だ

けです。これらはいずれも県議会で説明はしたものの議員の納得性が低く、そうであるが

故に附帯意見がついたものでした。県議会で議論となった「県は候補地選定にあたって恣

意的に宮城野原高評価に誘導したのではないか？」、「国が検討する『防災拠点に求められ

る諸要件・条件』との関係で宮城野原立地は問題ないのか？」、「活断層帯の近くで、（周辺

地域の）液状化への懸念がある」等の事項については何も触れられていません。また、同

事業当該地周辺住民に対する説明会も開催されていません。現時点までの県の取り組みは、

到底「県民の同意」を得られるものではありません。 

 

Ａ-④ 不可解なＪＲ貨物への公共補償と、「仙台東道路」建設 

 

 現ＪＲ貨物駅敷地は「高い公共性を有する公共施設」であるので、その取得に際しては

損失補償として「公共補償」が行われます。宮城県は「広域防災拠点整備にかかる公共補

償費 総括表」（平成２６年９月２６日土木部都市計画課）をまとめています。それによれ

ば約１０２億円を補償対象経費として算定しています（事業概算は１５４億円）。 

 そもそも公共補償は「機能回復を原則として補償を行う。機能回復に要する費用を金銭

によって打切り払いすることが原則」とされています。この「機能回復」について、「公共

事業の施行に伴う公共補償基準要綱（昭和４２年２月２１日閣議決定）では次のように規

定しています。 

 「『機能回復』とは公共事業の施行により廃止し、又は休止することが必要となる起業地
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内の公共施設等の機能を、当該機能を構成している諸要素を、総合的にみて、技術的、経

済的に可能な範囲で、合理的な形で再現し、又は復元すること」（同要綱第３条４項）をい

います。つまり、公共補償とは、あくまで既存施設の機能を新施設で再現、復元させるた

めに補償をおこなうというものです。 

しかし、宮城県は現貨物駅では導入されていないが、新貨物駅で導入が計画されている

「Ｅ＆Ｓ（着発線荷役）方式」も公共補償の対象とするとして「現駅と同等の貨物量の取

り扱いが可能となる機能、規模を基本といたしまして、現在においては、標準的な駅形式

になっております、Ｅ＆Ｓ方式を対象として、補償させていただく」と説明しています。   

しかし、仮にそうであるならば、新貨物駅での貨物量取扱計画（取扱貨物量）や、それ

に伴い必要とされる機能（たとえばＥ＆Ｓ方式）、敷地面積（規模）が同時に説明されなけ

れば到底納得できるものではありません。公共補償の原則から言えば、既存施設にはなか

った機能を新施設で導入する費用はＪＲ貨物が負担するのは当然のことです。 

 そして、今回の公共補償の全体像は平成２６年９月２６日以降、説明されていません。

一般に、計画後にその内容が修正されることはありうることであり、県民に対してその全

体像の変化の説明が最低限必要なことです。 

 

 また仙台東道路の建設も広域防災拠点整備とセットにされて検討されています。宮城県

は「東道路を作りたいから広域防災拠点を整備しているわけではない」と、あくまでもそ

れぞれ独自の蓋然性をもって検討された結果としていますが、村井知事は「計画が以前か

らありましたので、これが実現するとこの高規格道路を使って広域防災拠点からすぐに物

資を運ぶことができる（２０１３年６月１３日内外情勢調査会講演）」と述べています。そ

してそれを受けるかのように、同年１２月に県は仙台市、東北地方整備局、東日本大高速

道路に呼びかけて「仙台市東部地区道路ネットワーク検討会」を設置して東道路の具体化

に動きました。このように、両者は完全に「２点セット」のものです。あるいは「セット

にした」とも言うべきものです。 

 そして翌年、知事の内外情勢調査会講演では、広域防災拠点整備と東道路をセットのも

のとしてはっきりと説明していることでも明らかです。 

 

 Ｂ.改めて〝宮城野原に整備すべきでない〟 

 

Ｂ－① 「長町―利府線断層帯」由来の災害と広域防災拠点立地の関係評価を適切に行う

べきである 

 

 １１年１１月、共同通信は東大地震研究所が「地震の発生率が震災前に比べて１０倍以

上に上昇した活断層」として、長町―利府線断層帯が約５７倍に上昇したと配信しました。

また、１６年に放映された「ＮＨＫスペシャル メガクライシス 地震予測に挑む」のな
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かで東北大学遠田晋次教授や日本地震学会山岡耕春氏（肩書きは当時）が「長町―利府線

断層帯由来の〝地震の火種〟が仙台市西部にたまっている」と危険性の高まりを指摘して

います。一方で「長町―利府線断層帯で次の大地震発生の機会が熟する時期は２００年後

と５００年後の間となろう」と指摘する研究者もいます。このように断層帯を巡っては様々

な研究が震災後すすんでいます。 

 そして１６年の熊本地震では断層帯が動き大きな被害がでました。県は１２年９月１０

日更新データとして「第三次地震被害想定調査」をホームページにアップしています。そ

れによれば長町―利府線断層帯（内陸直下）の地震が発生した場合の被害想定は「全壊

15,251棟・半壊中破 40,537棟・死者 620人」としています。これは同調査における宮城県

沖地震（単独・連動）での被害想定を大きく上回るものです。 

 県民の不安は、こうした報道や県の想定があるにも関わらず、なぜ長町―利府線断層帯

のすぐ近くに広域防災拠点をつくらなければならないのか？という点にあります。県民は

「建物の耐震性を高める」、「地盤の安全性を確保する」、内水対策として「地盤のかさ上げ

や排水対策を行う」と言った「対策」を問いたいのではなく、その前に〝災害素因である

断層帯のすぐ近くへ立地することの合理性〟について問いたいのに、その説明がないから

不安なのです。 

 県は県議会議論で様々懸念表明された「長町―利府線断層帯」由来の地震災害に伴い、

どのような被害を想定すべきなのか、その中で広域防災拠点整備立地はどうあるべきなの

かを今日的に評価・検証する場をつくるべきです。 

 また、仙台市佐々木危機管理監が昨年の仙台市議会第三回定例会で「長町－利府断層帯

を震源とする地震が発生した場合、震度６強の揺れや液状化の危険性が極めて高いと予想

される」と発言し、当該地の地震災害時の危険性を指摘しています。 

一方の県は「地盤の安全性についても確保します。また内水による浸水被害についても

十分配慮し、地盤のかさ上げや排水対策をおこなう」として両者の認識トーンが大きく異

なっています。 地震災害の危機認識について、計画を進める県と整備地自治体である仙

台市の考え方がこのように異なることは異常です。しかし、佐々木危機管理監の指摘につ

いて「市との連携が不十分だった（知事）」との説明があるだけで、宮城県は何も説明して

いません。この点も含めた評価・検証が必要です。 

 

 Ｂ－② 立地場所が防災拠点としてはまったく適格性に欠け、特に当該地を中心とした

地震が発災した場合機能不全に陥る 

 

 私たちはすでに国が用意している「物差し」を当て、宮城野原地区に広域防災拠点を整

備する場合、まったく適格性に欠けることを主張してきました。 

 さらに計画地の立地選定にあたり候補地評価を宮城野原地区が高評価となるように恣意

的に行ったこと、「長町―利府線断層帯」の危険性についても併せて主張してきました。 
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これらの指摘を満たさない防災拠点は適格性に欠け、いざとう場合機能不全に陥るであろ

うというこの主張は今でも変わりません。 

 しかし、そのことは広域防災拠点整備が不要であるという意味ではありません。むしろ

東日本大震災を経験した私たちには、このあといつくるか解らない震災が発生した時、東

日本大震災の経験が生かされる防災・減災システムを構築していくことが求められます。

それは多くの国民の支援をいただいた被災県としての責任でもあります。 

  

地震・津波などのハザードは「社会の脆弱性」を襲い、災害が発生します。ハザードの

インパクトを小さくすることは不可能です。しかし、震災が発生した場合、一定の被害が

出ることはしかたがないとしても、できるだけその被害を小さいものにしていこうとする

減災の考え方が広く主張されています 

「事前の備えによる被害軽減」や「応急対応」は一定の限界があるにせよ、事前に備え

ることは可能です。それが「社会の脆弱性」を減少させることにつながります。 

しかし、宮城野原地区は、まさに断層帯のすぐ近く、仙台市の中心部近くという文字通

り「脆弱」立地です。そこへの整備は「社会の脆弱性」を増大させこそすれ減少させるこ

とに繋がらないものです。 

 

 Ｂ－③ 広域防災拠点整備は部分最適ではなく、「総合的なシステム」（全体最適）を志

向し構築すべきである 

 

 東日本大震災以降、内閣府・国交省などを中心として東日本大震災の緊急対応の教訓を

まとめる作業が進められました。そのなかでまだ不十分ながら、内閣府は以下のようにま

とめています。（2012 年 7 月 17 日 東日本大震災における災害応急対策の主な課題：内閣府（防災担当） 
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こうした知見を踏まえて、広域防災拠点整備を検討する際には、「情報収集・伝達」「災

害医療」「緊急輸送体制」「物資輸送・調達」「広域連携体制の構築」等の項目をどう同期・

整合させうるかが問われます。 

とくに、災害発生時の災害時物流対策と交通規制対策は極めて難易度が高いものですが、

この検討は不可欠です。たとえば防災拠点では「膨大な救援物資をトラックやヘリコプタ

ーで搬入し、避難所ごとに仕分けしたうえで、あらためて搬出するには屋根のある広大な

作業ヤードが必要」（『伝える 阪神・淡路大震災の教訓』兵庫県）になりますが、そうし

た要件を宮城県の計画は全く満たしていません。そのような検討を含めた総合的システム

づくりという視点が欠落した宮城県の広域防災拠点整備事業は不完全なものです。 

 ここまで本事業の不適格性が明らかでも、構想推進の根拠を明示せずに、突き進もうと

する宮城県の姿勢に強い懸念を抱かざるを得ません。 

 

 現在のｋｏｂｏパーク宮城（コボスタ）はすでに建築から 65年以上経過しており、いず

れ建替えを含めた議論が出てくるものと思われます。村井知事は、県議 3期目の選挙公約

で「ドーム球場建設（宮城野原運動公園）による県内経済の活性化」という公約を第一番

目に掲げていました。宮城野原運動公園が 17.5ｈａも拡大され、それを広域防災拠点とし

ておけば、コボスタ建替えの時に新球場建設用地として十分活用できます。私たちは宮城

県は広域防災拠点整備事業をこうした思惑も含めてすすめようとしているのではないか、

という疑念も拭い去ることが出来ません。 

 

  3.11の大震災から 6年を経過せんとしています。沿岸部を中心とした街づくりはまだ

これからです。そうしたなかで 300億円もの巨費を投じての県民にまともな説明もできな

い事業を強行することは許されるものではありません。適地ではない宮城野原運動公園に

整備することは間違いであることを改めて強く主張するものです。 

 

 Ｃ.最後に  ―私たちの提言－ 

 

 いままで述べた私たちの見解をもとに、以下のことを提言します。 

 1. 宮城県だけでなく、国・隣県とも連携した防災拠点整備を進めるべきであり、宮城県

の立地条件からすれば、基幹的防災拠点と県広域防災拠点を一体化すべきであり、二

重投資は行うべきでない 

2. 「長町－利府線断層帯」を巡る現状評価・検証を正確に行うべきである 

3. 断層帯の存在自体は何も変化はなく、それ由来の地震の発生は時間軸が異なるだけで

ある。減災の視点からすれば、できるだけ断層帯から離れた立地に整備すべきである 

4. その際、利府総合運動公園を中心とした圏域防災拠拠点で構成する「分散型広域防

災拠点体制」など、改めて全県の防災計画を作成すべきである。 
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5. 災害対策は、広域防災拠点を含めた総合的な対策が必要であり、特に「災害時物流

対策」と「交通規制対策」も加えて検討し、現在の計画を総合的に再構築すべきであ

る 

6. 宮城野原公園は都市公園として、広く市民の議論を経てそのあり方を決めていくべ

きである 

 

以上 

 


